
             入 札 公 告（入札前審査型・個別事項） 

 

下記の建設工事について、制限付き一般競争入札（入札前審査型）を行うので、地方自治法施行令（昭和

22 年政令第 16 号。以下「施行令」という。）第 167 条の６及び静岡県財務規則（昭和 39 年静岡県規則第 13

号。以下「規則」という。）第 34 条の規定により公告する。この工事の入札執行等については、関係法令に

定めるもののほか、本公告及び入札公告（入札前審査型・共通事項）により行うものとする。 

この入札は、静岡県電子入札システムにより執行する。 

令和８年９月 29 日 

入札執行者  静岡県知事 鈴木 康友 

 

１－１ 公 告 日   令和８年９月 29 日 

１－２ 入札執行者   静岡県知事 鈴木 康友 

１－３ この入札に関する契約条項を示す場所及び事務を担当する機関（以下「契約条項を示す場所」とい

う。） 

  〒４２０―８６１０ 静岡県静岡市葵区追手町９番６号 

         静岡県警察本部 施設課安全施設係 電話０５４－２７１－０１１０（内線２２８６） 

 

１－４ 工事内容等 

入札番号 第３１０５４号 

工事名 端末更新及びモバイル回線化等に伴う交通管制システム改修工事（補助） 

工事場所 静岡県警察本部交通管制センターほか 

工事概要等 交通管制システム中央装置の定数設定等 

工  期 契約締結の日から令和９年３月９日限り 

 

１－５ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

 静岡県における建設工事競争入札参加資格の認定を受けている者のうち、次に掲げる条件をすべて満足 

していることについての確認を受けた者であること。 

条   件 左記の詳細 

①静岡県建設工事競争入札参

加資格の認定業種 

電気通信工事 

②許可の種類 電気通信工事業に係る一般または特定建設業の許可 

③同種工事の施工実績 平成 23 年度以降（完成し引渡しが済んでいるもの）に、交通管制システ

ムの設置改修工事を元請として施工した実績を有すること。 

○ 同種工事の施工実績を確認できる以下の書類を添付すること。 

・ 入札公告（入札前審査型・共通事項）（以下「共通事項」という。）２

－２に記載されているもの 

④右に掲げる基準を満たす主

任技術者又は監理技術者を当

該工事に（専任で）配置できる

こと。 

・ 平成 23 年度以降（完成し引渡しが済んでいるもの）に、１－５④の

工事と同種の工事の施工経験を有する者 

（工場製作を含む工事） 

工場製作のみが行われている期間と現場施工の期間を明確に区分す

ることができる場合、工場製作から現場施工に移行する際に、主任技術

者又は監理技術者を交代することができる。 

この場合、工場製作のみが行われている期間に配置する主任技術者又

は監理技術者については、上記施工経験は求めない。また、様式第２号

「入札参加資格申請書」の技術者氏名等への記載及び配置予定技術者等

の資格・施工経験の確認資料の提出も不要とする。 



・ 入札執行日以前に３か月以上の雇用関係があること。 

・ 建設業法第 26 条の規定により、請負金額に応じた主任技術者（専任

の技術者は請負金額 4,500 万円以上の場合必要。）又は下請契約の合計

金額に応じた監理技術者を配置すること。 

        なお、他工事の主任技術者又は監理技術者との兼務の可否について

は、「監理技術者制度運用マニュアル」（平成 16 年３月１日付け、国総

建第 316 号）等に基づき、発注者が判断する。 

○ 同種工事の施工経験、資格、雇用関係を確認できる以下の書類を添付

すること。 

・ 入札公告「共通事項」２－２に記載されているもの 

⑤技術者の専任を要する工事

においては、右に掲げる基準に

より専任できること。 

１－６の入札日程に記載する開札日の翌日から起算して 20 日目から専任

で配置できること（土曜日、日曜日及び祝日を含む。）。 

（工場製作を含む工事） 

工場製作のみが行われている期間については、専任での配置は不要とす

る。この場合、専任での配置が不要な期間については、契約後に受発注者

が協議して決定する。 

⑥その他の条件 入札公告「共通事項」２－１記載のとおり 

 

１－６ 入札日程 

入札参加資格確

認申請書（以下

「申請書」）及び

入札参加資格確

認資料（以下「資

料」）の提出 

公告の日の翌日から令和８年 10 月９日（金）まで（土曜日、日曜日

及び祝日を除く） 

＜電子入札システムの場合＞午前９時から午後５時まで、ただし最ただし最ただし最ただし最

終日は午後４時まで終日は午後４時まで終日は午後４時まで終日は午後４時まで 

＜持参の場合＞午前９時から午後５時まで、ただし最終日は午後４

時まで（申請書及び資料は、各２部（正本１部、副本１部）及び長

３号封筒（簡易書留料金を含む切手 460 円貼付）を併せて契約条項

を示す場所に持参すること。） 

＊ 提出資料については、入札公告「共通事項」参照 

入札前審査型・

共通事項２－２ 

入札参加資格の

確認通知 

令和８年 10 月 16 日（金）までに電子入札システムにより通知する

（持参の場合は郵送により通知する） 

 

入札参加資格が

ないと認められ

た者の請求期限 

通知を受けた日から令和８年 10 月 21 日（水）まで（土曜日、日曜

日及び祝日を除く） 

＜電子入札システムの場合＞午前９時から午後５時まで 

＜持参の場合＞午前９時から午後５時まで（契約条項を示す場所） 

入札前審査型・

共通事項２－４ 

上記の回答期限 令和８年 10 月 26 日（月）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く） 入札前審査型・

共通事項２－４ 

設計書及び図面

（以下「設計図書

等」という。）の

交付 

令和８年 10 月 16 日（金） 

金抜き設計書：電送 

図面：電送 

 

入札前審査型・

共通事項２－３ 

設計図書等に対

する質問受付期

間 

設計図書の交付の日の翌日から令和８年 10 月 23 日（金）まで（土

曜日、日曜日及び祝日を除く） 

＜電子入札システムの場合＞期間内の午前９時から午後５時まで 

＜持参の場合＞期間内の午前９時から午後５時まで 

入札前審査型・

共通事項２－３ 

上記の回答書縦

覧等の期間 

令和８年 10 月 29 日（木）から令和８年 11 月２日（月）まで（土曜

日、日曜日及び祝日を除く） 

入札前審査型・

共通事項２－３ 



入札書等受付期

間 

入札書等の提出 

＜電子入札システムの場合＞令和８年 11 月４日（水）から令和８年

11 月５日（木）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く）午前９時か

ら午後５時まで、ただし最終日は午後４時までただし最終日は午後４時までただし最終日は午後４時までただし最終日は午後４時まで 

＜持参の場合＞開札日時に契約条項を示す場所に以下の書類を提出

すること。 

・入札書、委任状（代理人の場合）、入札参加資格確認通知書、入札

価格（工事費）内訳書及び工事費積算資料。 

入札前審査型・

共通事項２－５ 

入札価格（工事

費）内訳書 

工事の入札における全ての入札参加者は、入札書と同時に提出しな

ければならない。 

また、入札後 12 か月以内に、発注機関の必要に応じ、より詳細な項

目を記載した内訳書を提出する。 

入札前審査型・

共通事項２－６ 

開札日時 令和８年 11 月６日（金）午前９時 00 分 入札前審査型・

共通事項２－７ 

※紙による申請等は発注機関の承認が必要 

１－７ 設計図書等の交付 

① 設計図書等の交付 

  電送にて交付する。 

② 設計図書等の縦覧・貸出 

 ・ 契約条項を示す場所で縦覧・貸出を行う。 

１－８ 設計図書等に関する質問に対する回答 

電子入札システムに回答を掲載する。 

＜縦覧の場合＞ 

 ・ 契約条項を示す場所で縦覧を行う。 

１－９ その他 

再度の入札について 第１回目の入札の結果、落札者が決定しない場合、再度

の入札を行う。 

入札受付時間の詳細は電子入札システムにて通知する。 

調査基準価格の設定 有 

調査基準価格及び契約しない基準値の補正 無 

前払金 請負代金の 60％以内（ただし中間前払金 20％を含む） 

部分払 請負代金が 100 万円以上 2,000 万円未満は２回以内、

2,000 万円以上 5,000 万円未満は３回以内、5,000 万円

以上は４回以内とする。 

契約書作成 要 

工程表の提出 要 

工事工程月報 要 

現場代理人及び技術者の氏名の通知 書面 

当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を

当該工事の請負契約の相手方との随意契約によ

り締結する予定の有無 

無 

 

  


